
記帳 • 帳簿等の保存制度

帳簿・書類の保存

記帳する内容◎

◎

記帳・帳簿等保存制度

　収入金額や必要経費に関する事項について、取引の年月日、相手方の名称、金
額や日々の売上げ・仕入れの合計金額等を帳簿に記載します。
　記帳に当たっては、一つ一つの取引ごとではなく日々の合計金額をまとめて記
載するなど、簡易な方法で記載してもよいことになっています。
　なお、消費税の課税事業者となる方は、令和元年10月１日の消費税の軽減税率
制度の実施に伴い、軽減税率対象品目の売上げ・仕入れがある場合は、税率ごと
に区分して帳簿に記載する必要があります。

　収入金額や必要経費を記載した帳簿のほか、取引に伴って作成した帳簿や棚卸
表、請求書、領収書などの書類を下表のとおり保存する必要があります。

　記帳・帳簿等の保存制度の詳細等については、国税庁ホームページ（https://www.
nta.go.jp）の「個人で事業を行っている方の記帳・帳簿等の保存について」をご覧いた
だくか、最寄りの税務署にお問合せください。
※ 税務署にお電話いただきますと自動音声でご案内いたします。自動音声にしたがって「2」を選
択し、所得税担当までお問合せください。

※ 消費税の軽減税率制度は、令和元年10月１日から実施されています。

【青色申告の場合】

保存が必要なもの

帳簿

書類

決算関係書類 損益計算書、貸借対照表、棚卸表など

領収証、小切手控、預金通帳、借用証など

その他の書類

保存期間

7年

7年
7年（※）

５年

仕訳帳、総勘定元帳、現金出納帳、売掛帳、買掛帳、経費帳、固定資産
台帳など

現金預金取引等関係
書類

取引に関して作成し、又は受領した上記以外の書
類（請求書、見積書、契約書、納品書、送り状な
ど）

※ 前々年分の事業所得及び不動産所得の金額が300万円以下の方は５年

【白色申告の場合】

保存が必要なもの

業務に関して作成し、又は受領した請求書、納品書、送り状、領収書な
どの書類

保存期間
7年
５年
５年

５年

収入金額や必要経費を記載した帳簿（法定帳簿）
業務に関して作成した上記以外の帳簿（任意帳簿）
決算に関して作成した棚卸表その他の書類

帳簿

書類

　個人で事業や不動産貸付け等を行う全ての方（所得税及び復興特別所得税
の申告の必要がない方も含みます。）は、記帳と帳簿書類の保存が必要です。


